様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　　2020年11月20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）エムエスアンドエイディー
インシュアランスグループホールディングス
                   　　　　　　　一般事業主の氏名又は名称
 　　　　　　　　MS&AD インシュアランスグループホール
ディングス株式会社
（ふりがな）はら　のりゆき
                              （法人の場合）代表者の氏名  原　　　典之  印
住所　〒104-0033
東京都中央区新川2－27－2
法人番号　4010001116542　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ中期経営計画
「Vision 2021　ステージ２」

	公表日
	2020年5月26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	＜公表方法＞
持株会社のオフィシャルホームページに掲載

＜公表場所＞
https://www.ms-ad-hd.com/ja/group/what/strategy/management_plan/main/00/teaserItems2/0/linkList/01/link/Vision2021_STAGE2_j.pdf

＜記載箇所・ページ＞
P.3


	記載内容抜粋
	（※一部の代表的な記載を抜粋）
・ステークホルダーから、世界トップ水準の保険・金融グループと認められる、存在感のあるスケールとクオリティを実現する。
・スケール：事業規模が世界の損害保険会社グループトップ10圏内
・クオリティ：資本効率（グループ修正ROE10％）、健全性（ESR180%～220％）の目標水準を達成
・デジタル化の加速、次世代モビリティ社会の到来、新しいリスクの発現、サステナビリティ課題への取組み等、社会構造の変化を見据え、迅速に対応できる態勢を構築する。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	グループ経営会議（グループ内の保険５社の社長や企画担当役員が出席）で事前協議の上、取締役会で決議した。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ中期経営計画
「Vision 2021　ステージ２」


	公表日
	2020年5月26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	＜公表方法＞
持株会社のオフィシャルホームページに掲載

＜公表場所＞
https://www.ms-ad-hd.com/ja/group/what/strategy/management_plan/main/00/teaserItems2/0/linkList/01/link/Vision2021_STAGE2_j.pdf

＜記載箇所・ページ＞
P.12～P.21


	記載内容抜粋
	（※一部の代表的な記載を抜粋）
＜基本戦略＞
グループの資源を最大限に活かし、持続的成長と企業価値向上を実現する。
多様性を強みとするグループ総合力を発揮し、お客さまをはじめとする ステークホルダーの期待に応える。
環境変化に柔軟に対応し、品質と生産性をさらに向上させる。
＜重点戦略＞
・グループ総合力の発揮
・デジタライゼーションの推進
・ポートフォリオ変革


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	持株会社のグループ経営会議（グループ内の保険５社の社長や企画担当役員が出席）で事前協議の上、取締役会で決議した。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	P.13,P.14


	記載内容抜粋
	（※一部の代表的な記載を抜粋）
・グループの強み（多様性・資本・人財・顧客基盤等）を最大活用
グループ各社による役割分担見直しと連携強化
共通化・共同化の推進（商品・事務共通化、共同損サシステム、健康・医療 商品・サービス等）




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	P.15


	記載内容抜粋
	（※一部の代表的な記載を抜粋）
・グループ全社員でデジタライゼーションの３つの取組み（DX、DI、DG）を推進する。
1.DX（デジタル・トランスフォーメーション）
既存ビジネスを改革し、競争力を強化するとともに、業務効率化・合理化を実現する。
2.DI（デジタル・イノベーション）
データやデジタル技術の活用、デジタル人財の拡充により、既存ビジネスモデルを変革するとともに、新たなビジネスを創造する。
　3.DG（デジタル・グローバリゼーション）
国内・海外で蓄積したノウハウを相互に展開し、グローバルベースでDX 、DIを推進する。
事業環境の変化に対応し、グループの持続的成長を実現する。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＭＳ＆ＡＤ統合レポート 2020 全文

	公表日
	2020年8月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	＜公表方法＞
持株会社のオフィシャルホームページに掲載

＜公表場所＞
https://www.ms-ad-hd.com/ja/ir/library/disclosure/main/01/teaserItems2/00/linkList/0/link/00_MSAD2020_J_web_final_2.pdf

＜記載箇所・ページ＞
P.55

	記載内容抜粋
	＜目標項目＞
グループとして「デジタライゼーションの推進」をあげ、事業業比率の推移にて目標値を定め、達成を目指している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年5月26日
※直近の発信日を記載

	発信方法
	社内業務連絡


	発信内容
	・グループ中期経営計画「Vision 2021　ステージ２」を案内した。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2017年4月頃～2018年3月頃

	実施内容
	・デジタライゼーションを推進するにあたり、当社全体の課題を把握するため、検討の中心となる新組織を立ち上げた上で、部門横断の検討体を組成した。
・上記の検討により明らかにした具体的な課題認識をもとに、グループ中期経営計画「Vision 2021」を策定し、イノベーション推進を重点課題として掲げた。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2014年4月頃　～　現在

	実施内容
	・毎年サイバーセキュリティに関わる取組について、最
新の社会的動向および事例を確認の上、課題認識のもと年度方針および取組計画を策定し、経営会議体にて確認、論議している（その後も定期的に経営において進捗や課題などについて確認、論議を実施）。

・具体的にグループでは、近年の高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、グループサイバー連絡会において　国内外のネットワークを活かした最新技術をもって多種多様なマーケットから収集される課題へ一貫して対応するサイバー対策と、大学・民間組織のサイバーセキュリティ専門家とのネットワークであるサイバー研究会において伝統的かつ確立されたサイバー対策の理論による課題解決を行っている。また情報処理資格の「安全確保支援士」をグループで７名（会社名登録ベース）有し、セキュリティ業務に従事させている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

